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I はじめに
1999 (平成 1)年7月に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律J
(PFI法)が制定され， 2000 (平成 12)年3月にそのPFI(Private Finance Initiative)の理
念とその実現のための方法を示す「基本方針」が示された。そこでは，効率的かつ効果的な社
会資本の整備や質の高い公共サービスの提供の実現のために， I民間の資金，経営能力及び技
術的能力を活用し財政資金の効率的な使用を図りつつ，官民の適切な役割及び責任の分担の
下に，公共施設等の整備等に関する事業の実施を民間事業者に行わせることが適切なものにつ
いてはできる限り民間事業者にゆだねることが求められているJ(内閣府 2000，前文)(1) と
示されている。
また， 2001 (平成 13)年6月には「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に閲する
基本方針J(いわゆる「骨太の方針J)における「構造改革のための7つの改革プログラムJで
は， I民間でできることは，できるだけ民間に委ねる」という原則の下に，民営化を強力に推
進する方針が示されている(経済財政諮問会議2001，2頁)。
その後も，2006(平成 18)年6月に「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律J(公
共サービス改革法)が制定されたり， 2011 (平成23)年6月に PFI法が改正されたりと，現
在も公共サービス全般の見直しが行われ，民間事業者の創意工夫を取り入れた良質かつ低廉な
公共サービスを目指そうとしている。
このような民間部門による社会基盤ないし施設等の整備や公共サービスの提供・管理・運
営の推進や競争原理の導入を促す方向に政策が向けられている状況の下で， PFIを含むPPP
(Public Private Partnership)といわれる方式を通じて.国や地方公共団体といった公共部門
と民間部門が連携して実施する様々な事業が試行されているは)。
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その連携の範囲は，公共部門のみにより施設等の設置やサービスの提供が行われている運営
形態(公設公営・公共部門の所有・直営)から，それらを完全に民間部門に移行してしまう運
営形態(民設民営・民間部門による所有・運営)までを両端とした中間にある。そこにあるサー
ビスの提供は，法規等の制約を含む公共サービスの提供に関連した制約がある中で実施される
という特徴がある。
そこで本稿では，そのような公共部門と民間部門との間で実施される公民連携事業について，
サービスを提供する民間部門の会計処理を整理することを目的としている。具体的には，国際
財務報告基準(IFRS)の解釈書(IFRIC)を参照した上で，我が国の公民連携に関連する事
業の中でも公共施設等運営権と指定管理者制度に焦点を当て，民間部門における会計処理の特
徴を明らかにするものである。
E 公民連携の手法と IFRS
1.公民連携によるサービスの提供と関連する IFRSの関係
公民連携の手法に関連する会計処理を示したものに， IFRIC第 12号「サービス委譲契約
(service concession arrangements) J (IASB2006a)とSIC第29号「サービス委譲契約:開示」
(IASC2001)がある。これらは，公共部門から民間部門へのサービス委譲契約に関する会計処
理と開示にその内容が限定され，民間部門の立場の会計処理を示しているけ)。
IFRIC第12号では，公共部門のサービス提供に民間部門が参加する場合の典型的な類型の
契約について，次の表が示されている。
図表1 官から民への契約の典型的な類型に適用する IFRSの参照 (4)
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I~J i!l!-Yる IFRS IAS竺ロJLJ 里塑 18 号:~ IFRIC第 12号一 IAS第 164j
(出g¥!.: IASB2006a， Information note 2より作成)
なお，この表は網羅的ではなく，また公共部門から民間部門への契約に関する会計処理の要
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求事項に明確な境界線が存在するという印象を与えることを意図しているのではなく.契約の
連続性について説明することを目的としているという付記がつけられている。公共部門と民間
部門とを当事者とするサービス委譲契約は，国による用語の定義，制度や仕組み(シナリオ)
の相違が予想されるため，表中の列と行を組み合わせることによって会計処理を選択する際の
おおよその目安を与えるということだろう。
カテゴリーの行の借手，サービス提供者，所有者という区分からもわかるように，この表の
出発点は，各契約類型における法的な枠組みに従ったサービス提供に使用する資産に対する民
間部門である営業者の地位である。このうち，契約時点における法的な所有権が営業者(借手)
に移転してない賃借である契約に対してはIAS第17号「リースJ.最終的に所有権が営業者(所
有者)に移転する BOOと100%売却/民営化/法人化といった類型に対してはIAS第16号「有
形固定資産」の会計基準をそれぞれ適用することが示されている (5)。
これらのいずれでもないサービス提供者の契約(サービス及び/又は保守契約.ROT. 
BOT)は，その内容によって会計処理を判断することになる。この範囲には.IAS第18号「
収益」と IFRIC第12号の対象となる契約がある。表からみるこの2つの違いは，資本投資，
需要リスクの負担および典型的な期間である。
資本投資は設備等の建設・維持やその運営のための資金を調達し投資することであり，需
要リスクは提供したサービスという投資額に対して，利用者からの回収額が不足するかもし
れないリスクである。 IAS第18号の適用対象として示されているサービス及び/保守契約は，
資本投資と需要リスクを公共部門である委譲者が負担するタイプの契約であり，相対的に短期
間のものである。 IFRIC第12号の適用範囲となる契約は，資本投資を営業者が行い，その回
収に係わる需要リスクを営業者及び/又は委譲者との間で取り決めるあるいは調整するもので
あり，長期間のものであるといえる。
公民連携の手法の適用領域は.事業の性質に基づく独立採算性があるか否かと，公共部門の
関与の必要性が高いか否かという 2つの前提条件が大きな影響を与えるといわれている(野田
204. 64頁) (6)。すなわち，事業からの料金収入が一定程度見込めるのであれば.公共部門
の関与は相対的に低くなり，反対に 事業からの料金収入が少なければ，税金等が投入され，
公共部門の関与は相対的に高くなるということである。したがって，投資額の回収にかかる需
要リスクに関する契約内容が，公民連携の手法を特徴づける上では大きな影響がある。
次に.このような適用対象の特徴と IFRIC第12号の範囲を決定する基準についてみること
にする。
2. IFRIC第 12号の範囲
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(1)想定されている契約の特徴
上記のような公民連携のもとでのサービス契約の特徴は，営業者が引き受ける義務が公共
サービスの性質を備えていることである。つまり.営業者は公共サービスを提供することを委
譲者に義務付けられているのである。さらに，次の4つが共通の特性としてあげられている
(IASB2006a， para. 3)。
(a)サービス契約を委譲する当事者は.行政組織又はサービスに関する責任が委譲されてい
る民間部門の事業体を含む，公共部門の事業体である。
(b)営業者は.少なくとも社会基盤及び関連するサービスの管理の一部について責任を負い.
単に委譲者の代わりにエージ、ェントとしての役割を担うだけではない。
(c)契約は.営業者によって徴収される最初の価格を設定し，サービス契約の期間にわたる
価格改定を規制する。
(d)営業者は契約の期間の終了時点において委譲者に対し，どちらの当事者が最初にそれ
に資金提供したかに関係なく 追加の対価をほとんど又は全く得ずに.特定の状態で社会
基盤を引き渡す義務を負う。
このように，想定されている契約は.民間部門である営業者が公共部門である委誠者からの
一定の制約を受けた上で，公共サービスを提供する権利義務を定めたものであり， (a)取引相
手， (b)管理責任， (c)価格設定権限， (d)契約終了時の社会基盤の引渡義務に特徴がある。
(2 )範囲を決定する基準
IFRIC第 12号は上記のような特徴がある契約の中でも，次の2つ基準を満たす契約を迎nJ
範囲としている (IASB2006a，para. 5)。
(a)営業者が社会基盤によってどのようなサービスを.誰に対して. どのような価格で提供
しなければならないかについて 委譲者が支配又は規制している。
(b)契約期間の終了時点において委譲者が.所有権.受益権又はその他の権利を通じて.社
会基盤に対する重要な持分を支配している。
したがって.営業者の活動が委譲者からサービス提供の対象と価格について制約を受け.契
約終了時に社会基盤の所有権が委譲者のものとなる契約が範囲となる。
(b)の重要な残余持分の支配は.営業者が社会基盤を売却又は担保に提供する実質上の能
力を制限しかっ，委譲者に契約期間を通じて継続的に使用する権利を与えなければならない
と説明されている(IASB2006a，AG 4)。すなわち.委譲者がサービスの提供に使用されて
いる社会基盤の最終的な所有者であるからこそ，営業者に対して契約以外の社会基盤の使用を
制限しかっ営業者に与えるサービスを提供する権利が生まれていると理解している。そして.
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支配は管理と区別されなければならず，上記の範囲を決定する基準 (a) と (b)を満たしてい
る場合には，営業者が使用している社会基盤を支配しているのは委譲者であり.営業者は委譲
者の代理として社会基盤を管理しているに過ぎないことになる(IASB2006a.AG 5)。したがっ
て，営業者は社会基盤の実質的な所有者ではなく，サービス提供者と位置付けられ，それによっ
て資産の所有ではなく，サービスの提供の会計処理に焦点があてられることになる。
m IFRIC第 12号の会計処理
1.例示されている契約
公民連携の手法は様々であるが.IFRIC第 12号の前掲表では適用範囲として ROTとBOT
が例示されている。これらは「公共サービスを提供するために使用される社会基盤を建設また
は改修(例えば，その能力を増強することによって)し.一定期間の間，その社会基盤を運営し
保守する民間部門の企業(営業者)に関係している。営業者には，契約期間にわたって，その
サービスに対する対価が支払われる。当該契約は，履行基準，価格調整の仕組み及び紛争の仲
裁に関する取決めについて定めている契約により律せられるJ(IASB2006a. para. 2)といっ
た契約を指している。
一般に.ROTはRehabilitate(改修)-Operate (運営)-Transfer (譲渡).BOT はBuild(建
設)-Operate (運営)-Transfer (譲渡).BOTはBuild(建設)-Operate (運営)-Transfer (譲
渡)という民間部門が提供するサービスを時系列的に表した略語であり，既存の設備等を運営・
保守する場合がROT.設備等を新設して運営・保守する場合がBOTである。 BOTの場合に
は，一時的ではあるものの契約期間における施設等の所有権は民間部門に移る手法であるとい
われている(野田・井上2004.65頁)。表では BOTの所有権が委譲者にあるが，この相違
はIFRICの想定している契約と異なるのか，または制度の違いによるものかは明確で、ない。
しかしいずれにしても，範囲を決定する基準に基つeいて契約期間中において社会基盤を
支配しているのが委譲者であると判断されれば，契約期間にどの当事者が法的権利を有して
いるかに関係なく，営業者の有形固定資産とすべきではないと説明されている (IASB2006a.
para.BC21) 0 
また，支配しているのが委譲者であれば，原資産の使用を支配する権利(使用権)は営業
者に存在せずに，委譲者の代わりに公共サービスを提供するために社会基盤を運営する権利
が存在するため， リース資産として認識すべきではないと判断している (IASB2006a.paras. 
BC24. 28)。したがって.IFRIC第 12号で想定されている契約は，有形固定資産を所有する
場合ではなく，また民間部門がリース資産として自由裁量によって使用収益できる場合でもな
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く，公民連携事業において，運営に関する一定の条件のもとで公共サービスを提供するないし
運営するという権利，あるいはしなければならないという義務を公共部門から民間部門に委譲
する契約であるといえる。
2.会計処理
(1) 2つのモデル
IFRIC第12号では，このような契約における営業者はサービス提供者であり，履行したサー
ビスについて IAS第1号及びIAS第18号に従った収益認識及び測定を行わなければならな
いとしている。ただし公共サービス提供のために使用する社会基盤を建設又は改修する「建
設又は改修サービス」と，一定期間の間，当該社会基盤を運営及び保守する「運営サービス」
に分けた上で¥前者のサービス提供の対価については次の会計処理を示している (IASB2006a，
paras.l2-13)。
「建設又は改修サービス」についての会計処理には，営業者がそのサービスと引き換えに，
委譲者から又は委譲者の指図で現金または別の金融資産を受け取る無条件の契約上の権利を有
する範囲で金融資産を認識する金融資産モデル，公共サービスの利用者に課金する権利(ライ
センス)を得る範囲で無形資産を認識する無形資産モデルがある (IASB2006a，paras.l6，l7)。
この区別は，対価の支払者が委譲者であるか 利用者であるかで判断するのではなく，回収す
るキャッシユ・フローが契約によって保証されているのか.利用度に応じて変動するのかが判
断基準となっている(IASB2006a，paras.BC39，40)。
なお，価格規則のような営業者の利益の変動可能性をほとんど除去する契約上の取決めは，
営業者の利益の固定性から金融資産の多くの特徴を備えているとしながらも，現金等を受け
取る椛利を受け取る権利ではなく 変動条件ライセンスという無形資産であると示している
(IASB2006a， paras.BC50-52)。
(2) 2つのモデルの相違
IFRIC第12号には，設例が示されている。サービス契約の条件により，営業者が契約期間
10年間のうち最初の2年間で道路を建設し，その後8年間，一定水準で道路を保守・運営し，
8年目の終了時点で道路を再舗装しなければならない(契約費用は建設サービスに 500通貨単
位/年，運営サービスに 10通貨単位，再舗装サービスに 100通貨単位)という前提に対して，
対価は建設サービス提供後の3年目期末から 200通貨単位を契約終了期間末まで定額で受け取
る金融資産モデルの設例1，建設サービス提供後の3年目から公共サービスの提供に対する利
用料金を受け取る無形資産モデルの設例2である (IASB2006a，paras.IE 1-22) (7)。
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設例で両者はキャッシュ・フローの金額や時期などが同じになるようにシナリオが設定され
ているので，契約期間のおける総額での利益額および正味資産の増加額は同じになる。違いは，
各期の包括利益計算書における①収益額と②費用額，各期の財政状態計算書における③金融資
産または無形資産の価額と④再舗装のための債務の認識の有無にある。
①収益額
金融資産モデルにおける収益額は，受領した，又は受領する対価(ヲ|き受けた活動に見合う
債権)の公正価値で認識される。他方，無形資産モデルにおける収益額は，建設サービスにつ
いては受領する対価の公正価値で認識され，道路の完成後は受領する通行料を収益として認識
する。両モデルにおける相違は，工事完成後に金融資産モデルが運営サービスの対価を収益と
して認識するのに対し，無形資産モデルは通行料を収益として認識する点である。また，金融
資産モデルは，多くの場合，債権を償却原価で測定するため，毎期，債権に対する実効利子率
分の金融収益を認識する。
②費用額
建設・運営・再舗装といったサービス提供にかかる契約上の費用はいずれのモデルでも同じ
である。違いは，無形資産モデルでは無形資産を取得した3年目以降に無形資産償却額を費用
として認識する点と，道路の使用開始から再舗装を実施する8年固まで再舗装費用を負債とし
て認識する点である。
③金融資産または無形資産の価額
金融資産モデルにおける受領する対価としての債権は「償却原価で測定される場合には，当
初は公正価値で測定され，その後に償却原価，すなわち，当初認識額に実効金利法を用いて算
定された金額である累積利息を加算しそこから返済額を控除した金額J(IASB2006a， para. 
IE7)で測定される。
無形資産モデルにおける無形資産は「原価 すなわち，資産を取得するために移転される対
価の公正価値(ヲIき渡される建設サービスに対して受領した又は受領する対価の公正価値)J 
(IASB2006a， para.IE14)で認識される。そして， 3年目以降の契約期間にわたって定額法で
償却する。
④再舗装のための債務
金融資産モデルでは，再舗装のための債務は「財政状態計算書上はゼロで測定され，再舗
装工事が実行されるまでは純損益に収益及び費用は認識されないJ(IASB2006a， para.IE 4)。
金融資産モデルでは提供したサービスに対する債権を認識するので再舗装サービスは未提供で
あり， また再舗装サービスの実施とその対価は契約上確定しているためであると考えられる。
他方，無形資産モデルでは， 3年目の運営サービスの開始から8年目の再舗装まで道路の使用
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に伴って発生する費用として再舗装のための債務を認識する。
このように，提供するサービスの対価としてのキャッシュ・フローが固定しているのか，変
動するのかによって，異なる会計処理が示されている。前者の場合には取得した債権を回収し
ていく会計処理が求められ，後者の場合には提供するサービスと引き換えに取得した無形資産
(運営権)に基づいて運営サービスを提供し利用料金によって運営権の取得と運営サービス提
供への投資を回収していく事業の成果を示す会計処理が求められている。また.前者の場合には.
あらかじめ契約で合意した建設サービスと運営サービスを提供するための価格とそれに対応す
る費用との差額に，金融収益を加算したものが利益になる。他方，後者の場合には，提供した
建設サービスの損益は前者と同じであるが，運営サービスの損益は受領した利用料金収識と運
営権の償却を含む運営サービスを提供するための費用との差額が利益になるという迎いがある。
U 我が固における公民連携と会計処理
1. BOTとROT
我が国でいう BOTは「選定事業者が対象施設を設計・建設し、完工後も対象施li立を所有し
続けたまま維持管理及び運営を行い、事業期間終了時に公共部門に施設所有権を移似する事業
方式J(内閣府2006，10頁)である。そして「わが国の PFIにおける BOT方式とは.公共セ
クターがサービス対価を支払う『サービス購入型』であっても，民間事業者が利川料金で投資
回収する『独立採算型』ゃ『ジョイントベンチャー型Jのいず、れの場合であっても採)IJされうる。J
(野田・井上2004，103頁) (8) と説明される。したがって，提供する建設サービスに世やした
資金の回収については， IFRSに従えば金融資産モデルにあてはまる場合も， '1!!f;Jf~ ~t版モデル
にあてはまる場合もありうると考えられる。
また，ROTは「公共が所有する既存施設について民間事業者が資金調達を行い，施設更新(既
存施設の改善等を含む。)に係る設計，施工を行う。さらに，契約で定められた則11]1.1，施設(既
存部分を含む。)の一体的所有 維持管理・運営を行い，公共からの支払と利!日料金収入を得
て資金回収を行った後，公共に施設を譲渡する方式である。民間事業者による事業資産の一体
的な所有が制度上可能な場合に成立する。制度上 一体的な所有ができない場合は，新規投資
部分の所有権を直ちに公共に移転する RTO(Rehabilitate Transfer Operate)となる。J(札幌
市2002，13頁)と説明される。 ROTは，新たに建設するサービスではなく，既存の施設等を
改修するサーピスの提供を前提としている。こちらについても，投資資金の回収には，改修サー
ビスの対価の受領と料金収入による回収のいずれもが含まれているので¥提供する改修・運営
サービスに費やした資金の回収のための会計処理は BOTの場合と同様になると考えられる。
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ただし我が国の PFI法における改修と維持管理の定義と資本的支出の関係は次のように
示されており(内閣府2013b.28頁).注意が必要である。
図表2 PFI法上の改修と資本的支出
既存施設の拡張 増改築 ! 既存施設の補修
新たな施設のWJ設
PFI 法 ←建→設，←改→修1く 維持管理 〉
I _ * 
合言十一一一一一-fdEf--Rm・-一〉
会計制度 資本的支出 修繕費
〉|(使用可能抑l聞の延長・価絡のm加)く 〉く
*全面i徐刻lに伴う再整備
改修という用語は.PFI法上では範囲が狭く.資本的支出と同義とする場合に IFRIC第 12
号と同様の会計処理を行うことになる。
2.我が国のPPP/PFIの動向
(1) 政策の方向性
我が国の PFI事業はサービス購入型が大半を占めているが厳しい財政状況下では公共部
門による事業コスト負担を前提とするサービス購入型を増加させることは困難であり，今後は
独立採算型や独立採算部分の割合が高い混合型を推進していくことが課題の lっとして示され
ている(内閣府2011a.10頁)。
そして.2013 (平成25)年6月に民間資金等活用事業推進会議から公表された ['PPP/ 
PFIの抜本改革に向けたアクションプラン」では，上記について抜本的な転換を目指すことと
して.2011 (平成23)年度の PFI法の改正に伴って導入された「公共施設等運営権制度」の
活用を推進するとともに，収益施設を併設・活用すること等により事業の収益性を高め，税
財源以外の収入等で費用を回収する方式の活用・拡大を図ることが示されている(内閣府
2013a. 2頁)。このように，政府や地方自治体などの公共主体が 公共サービスを提供するた
めの運営権を民間に対して委譲し，民聞が市場原理の下で公共事業を推進するコンセッション
といわれる手法(野田・井上2004.90頁)を導入し.促進することにより，公共サービスの
提供に対する財政負担を軽減したいという政策の方向性が示されている。
(2) 公共施設等運営権
①定義と性質
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公共施設等運営権(以下.運営権とする)は「利用料金の徴収を行う公共施設等について，
当該施設の運営を行う権利を民間事業者に設定するものJ(内閣府2013b. 6頁)であり.r管
理者等が有する施設所有権のうち，公共施設等を運営して利用料金を収受する(収益を得る)
権利を切り出したものJ(内閣府2013b.20頁)である。また，運営権は財産権(みなし物権)
と認められ，その譲渡，抵当権の設定，税法上の減価償却が可能になるといわれている(内閣
府2013c. 5頁)(9)。
このような運営権について.r公共施設等運営権に係る会計処理方法に関する PT研究報告
(中間とりまとめ)Jが公表されている。そこでは，運営権及び運営事業の特記すべき法的性質
のlっとして<管理者等による継続的な支配>をあげ.r公共施設等運営権者は，公共施設等
の管理者等が公共施設等運営権実施契約に規定したサービス水準や個別法に基づく料金規制等
を踏まえ，運営権が設定された公共施設等を運営する義務を負い，管理者等は事業期間にわた
り，運営事業の重要な要素について継続的な支配・管理権を有する。Jr運営権は，管理者等に
よる継続的な指導監督や，不可抗力事象が発生し.運営事業の継続ができなくなった場合の管
理者等による介入や復旧等を前提に 運営権者に一定期間にわたる施設等を利用して収益を得
ることを認めたものであり，自由裁量により施設等を独占的に使用することを認めたものでは
ない。J(内閣府2013c. 5頁)(10)の2つの説明がなされている。このような公共部門に施設
等の継続的な支配と管理に権限がある状況で，契約に基づく一定の制限の中でサービスを提供
するという理解は，運営権の取得取引が通常の有形固定資産の売買取引やリース取引とは異な
る取引であるという IFRIC第 12号と同様である (1110
②会計処理
このような運営権は，契約に基づく事業期間にわたる減価償却過程を経て費用処理される(内
聞府2013c.11頁)。
運営権の取得は，契約当初に公共施設等の建設や改修といった資本的支出を行うという前提
であれば.IFRIC第 12号と同様のサービス提供に対する対価としての無形資産の取得となる
と考えられるが，既存の施設のサービス提供という役割を引き継ぐという場合には，まず，購
入等の形態で運営権を取得することになる。この取得形態によれば，取得に対して支払った取
引価格が取得原価であると考えられるが，この取引価格は公共部門と民間部門との間で様々な
条件に基づいて合意したものとなり 当事者による見積もりの結果であると考えられる。
運営権対価は，運営権が設定されることによって運営権者が将来得られるであろうと見込む
事業収入から事業の実施に要する支出を控除したものを現在価値に割り戻したもの(利益)を
基本とし，各事業のリスクや優位性等を勘案した対価の引下げ，上乗せ等による調整を行った
金額等の合理的な手法により算定されることが考えられ，価格は実施契約において管理者等と
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運営権者が定めた固定価格であり，その価格はーに定まることになる(内閣府2013c，6頁)。
この結果，当事者間で合理的に算定された公正な評価額として合意され，契約された価格がゼ
ロであれば，会計上当初認識する運営権勘定の取得価額はゼロと考えられるという見解が示さ
れている(内閣府20l3c，11頁)。
このゼロという取引価格は 事業収入とサーピス提供支出の想定から利益が生じないという
当事者間での契約締結時の合意であると考えられ，その結果，運営権者である営業者の運営努
力次第で成果が変動することになるのだろう。運営権対価を運営権から得られる利益の現在価
値としている点について， IFRIC第12号の資産を取得するために移転される対価の公正価値
と閉じであるかはさらに検討を要する。
3.指定管理者制度
公共部門から民間部門にサービスを提供する主体が移る我が国独自の形態として，指定管理
者制度がある。民間委託と指定管理者制度は次のように法的に位置づけられる。
図表3 民間委託と指定管理者制度の比較
民間委託等
民問委託
討i負契約 当事者の一方がある仕事を完成することを約し，相手方がその仕事の結
果に対してその報酬を支払うことを約する契約(民法第 632条)
準委任契約 法律行為でない事務を委託する契約(民1.;第 656条)
指定1'i'理者市IJ支 公の施設の1'm!を地方公共I;H{本が指定する l司1休(指定符理者)に行わせ
ることができるmリ度(地方自治法第 244条の 2第 3項)
(地方公共団体における民問委託の推進等に附する研究会207，2喝 3頁より作成)
請負契約は「仕事の完成」が目的となっており，請負人が，独立して労務を行い，その危険
において仕事の完成に努め，仕事が完成しないと報酬請求権も発生しない(加賀山2007，515 
頁)。これに対し委任契約は「一定の事務処理」が目的となっており，必ずしも仕事の完成
を目的としてせずに，受任者の労務をその意思と能力により自由裁量の余地を与える契約であ
る。なお，準委任とは，法律行為をなすことの委託である委任に対し，法律行為でない事務の
処理の委託をいうが，両者を区別することは，我が国の民法の適用に関しては特別の実益はな
いといわれている(加賀山2007，530頁)。
したがって，上表の民間委託における契約は，その委託する仕事すなわち業務の性質によっ
て目的とするところが「仕事の完成」か「一定の事務処理Jかの違いによって区別されるとみ
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られる。この場合，通常の1年で終了する契約であれば，通常の収益認識による会計処理が行
われ.r仕事の完成」の場合には複数年の契約であれば進行基準を加味した会計処理が行われ
ると考えられる。
他方，指定管理者制度の場合，サービス提供業務を実施する民間部門は.公共部門から「指
定」という行政処分を受けることにより，施設等の一定の管理権限が与えられた管理者として
の地位が与えられる。
そして，施設等の管理・運営のための費用は，原則として①指定管理料のみ，②利用料金の
み，③指定管理料と利用料金の併用のいずれかで回収され.2006年の「指定管理者制度の導
入状況に関する調査」によれば，①は全体の56.1 %.②は11.2 %.③は26.7%であると
いう(地方自治総合研究所2008.20頁)。法律上.r指定管理者による公の施設の管理は，議
会の識決を経た上で地方公共団体に代わって行うものであり，地方公共団体と指定管理者とが
取引関係に立つ(指定管理者サービスを地方公共団体が買い上げる)ものではないJ(成田・
吉川2009.22頁)と説明され，この点では委任契約と同様に「一定の事務処理」に対して受
領した対価を収益として認識する会計処理が行われると考えられる。
しかし，先にみた運営権との関係で.PFI法に基づく実施方針に関する条例と地方自治法に
基づく指定管理者の指定及び利用料金に係る条例は両方から委任を受けた一つの条例として制
定するのは可能であり，運営権の設定と指定管理者の指定を同ーのものに対して同一の内容で
行うこと，また運営権の存続期間，業務範囲と同ーの内容により指定管理者の指定が可能であ
ると説明される(内閣府2013b.26頁)。したがって，指定管理者制度において利用料金によ
る費用の回収を行い，運営権を取得した上での管理・運営がなされる場合が生じるため.そ
の際には前記の運営権に係る会計処理がなされなければならないと考えられる。また，運営権
を設定できるのは独立採算型のみかの問いに対して，運営権の法的性格を勘案し，独立採算型
以外への適用については今後ガイドライン等で考え方を示していくと回答されている(内閣府
2011b. 4頁)。他の場合に運営権の取得が可能であれば，定額の指定管理料を受け取る場合
でも，建設や改修といった資本的支出が契約に含まれることがあれば.IFRIC第12号の金融
資産モデルに該当する場合を検討する必要があると考えられる。
V むすび
公民連携による公共サービスの提供は 使用する施設等の建設や改修のための資金調達，ま
たそれらへの投資額の回収にかかわる需要リスク，それら施設等の所有権や残余持分などの速
いから様々な方法に分類できるが，それらの境界線は明確に区分できるものではなく，契約内
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容によってはある方法とある方法との間で同じ内容と異なる内容が存在しうる。
IFRIC第12号では，公民連携における契約の特徴色民間部門が公共部門から一定の制約
を受けた上での公共サービスを提供する権利義務にあるとし民間部門に一定の管理責任があ
るものの，価格設定に権限があるわけではなく.契約終了時に施設等の引き渡す義務があるこ
とをあげている。
この特徴をもっ契約のうち.IFRIC第12号は，既存のIFRSsの範囲にはないものの会計処
理を示している。すなわち リー ス サービス提供に伴う収益および有形固定資産に関連する
取引以外のサービス提供契約である。具体的には，公共部門が提供するサービス，相手，価格
を支配または規制し，契約終了時点にサービス提供に使用する施設等の重要な持分を支配して
いる契約である。
そして.IFRIC第12号では， このような契約としてBOTとROTを例示し，それらが提供
するサービスを「建設又は改修サービス」と「運営サービス」とに分けている。前者について
は，サービスの対価として取得した資産に対して，金融資産モデルと無形資産モデルを提示し
ている。金融資産モデルでは，サービス提供の対価として取得した債権を回収していく会計処
理が示されている。他方，無形資産モデルで、は，取得した運営権に基づいて運営サービスを提
供し，利用料金によって運営権と運営サービスへの投資を回収していく事業の成果を示す会計
処理が示されている。この会計処理は.提供するサービスの対価としてのキャッシュ・フロー
が固定しているのか，変動するのかによって判断される。
我が国でも，公民連携による事業が実施され，厳しい財政状況にあるという認識から，今後
は利用料金等で建設.改修および運営することを前提とした独立採算型の事業が多く立案され
るとみられる。このような状況において.PFI法の改正に伴って，公共施設等運営権の設定が
可能となった。内閣府の研究会によれば IFRIC第12号と同様に.このような運営権のもと
での民間部門の活動は，公共部門に施設等の継続的な支配と管理に権限がある状況で，契約に
基づく一定の制限の中でサービスを提供することになる。また，取得した運営権は無形資産と
して処理する点も IFRIC第12号と同様である。
ただし IFRIC第12号は提供したサービスに対する対価としての運営権の取得を想定して
いたが，我が国で示されているものは，それを含むと考えられるものの.公共部門の所有権か
ら運営権を切り出して取得することを前提としている。この運営権対価を運営権から得られる
利益の現在価値としているが，それがIFRIC第12号の資産を取得するために移転される対価
の公正価値と同じであるかはさらに検討を要する。
また，我が国独自の制度として指定管理者制度がある。この制度における費用の回収は指定
管理科と利用料金のいずれもがあるが，指定を受けた民間部門が提供するサービスを公共部門
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が買い上げるのではないといわれている。また，指定管理者が運営権を取得するといった場合
もありうる。この場合には，運営権の取得の会計処理が必要である。また，定額の指定管理料
を受け取る場合でも，資本的支出に係るサービス提供が含まれていればIFRIC第 12号の金融
資産モデルに該当する場合を検討する必要があると考えられる。
また，利用料金による回収を前提とする公民連携事業を増やしていく方向性が示され，増え
てゆくことが予想される。最後に，具体的な会計処理の問題とは別に，非営利のイメージを持
つ公共の施設等の運営から得られる適正な利益の性質を明らかにする必要があるかもしれな
し、。
例えば，公の施設の使用料は，地方公共団体の歳入となるべき公法上の債権に基づく公金で
あり， したがって，公の施設の指定管理者に利用者からの使用料を徴収・収納させる場合には，
地方自治法等に基づいて私人に対する徴収又は収納の委託によらなければならないが，利用料
金制度は地方自治法に基づいて公の施設の指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入とし
て収受させることができるとするものであり，この場合の利用料金は公法上の収入でないとさ
れる(成田・吉川 2009，153頁)。また「指定管理者に企業努力をするインセンティブを与え
るためにも.指定管理者たる民間事業者が公の施設の管理を通じて適正な利潤をあげることも
想定されている。J(成田・吉川 2009，93頁)といわれる。関連する規制法規等にもよるのか
もしれないが，指定管理者制度に限らず，公共サービスを提供する民間部門が利用料金として
回収した結果として生じた利益の性質は， とりわけ営利企業にとって公民連携事業への参入判
断に少なからず影響を与えると考えられる。
文末になりますが，本紙に投稿をお許しいただいた明治大学経営学部の諸先生方ならびに平
井克彦先生に感謝申し上げます。一向に進歩していないなと思いつつ. 目的に対して適切な論
旨を，設例はわかりやすくに向けて一層努力してゆく所存です。
<注>
(1)公共施設等の整備等とは，公共施設等の建設，維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画をいい，国
民に対するサーピスの提供を含む(内閣府2000，前文)。
(2) PPPは表記上， i公民連携Ji官民述携Ji公民パートナーシップJi官民パートナーシップjとされたり，
「公共サービス分野での官民パートナーシップによる公共サービスの民間開放J(日本版PPP研究会2002，1頁)
とされたりしている。本稿では，特定の概念を想定せずに，広くこのような試み全体を包括する意味で公民連
携という表記とし，連携の主体を公共部門と民間部門と表記している。
(3)ここでは訳本に従って“concession"を「委譲」としている。
(4)なお，一部省略している部分がある。また，委譲者 (grantor)については(公共)，営業者 (operator)
については(民間)と瞥き加えた。以後も， IFRIC第12号の記述に基づいて委譲者と営業者という用語を使用
するが，前者が公共部門，後者が民間部門であるという前提で使用している。
(5 )リー ス契約との関係で， IFRIC第4号「契約にリースが含まれているか否かの判断jが公表されている
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が.IFRIC第 12号の対象範囲である官から民へのサーピス委線契約には適用されない(IASB2006b.para. 4)。
なお，実務では.IFRIC第4号に基づいて会計処理されるアウトソ}シング契約と，委譲者がインフラを支配
し. IFRIC第 12号の適用対象となる契約とを区別するのに困維な場合があるといわれている(新日本監査法人
2010. 198頁)。
(6)なお，野田 2004は「官から民への所有の移転」という従来型の民営化に.PPP (PFI. コンセッション，
BOT/BOO手法，経営委託，アウトソーシングなど)を加えたものを広義の民営化と1乎ぴ.その民営化手法の
前提条件としてこの2つを指摘している。そして.従来型の民営化を所有柿移転型民営化.広義のうち所有権
移転型以外の民営化を PPP型民営化と呼んでいる(野田2∞4.59-60頁)。本稿では次に後者を採り上げている。
(7)詳細については原文を参照されたい。なお. BOTの設例であり，先にもみたように資金調逮は民間が行
うため，両設例では借入金とその利息の処理も含めた設例となっているが，ここでは借入金に関する内容を除
いている。
(8 )なお.Iジョイントベンチャー型Jとは，投資額の回収は利用者が支払う料金であるが，それだけでは回
収不足となるため，公共部門が財政支援等を行う方式と説明される(野田・井上2004.101頁)。
(9)ここでいう管理者等は IFRIC第 12号でいう委譲者であり，本稿では公共部門と同義で、使用している。
(10)ここでいう運営権者はIFRIC第 12号でいう営業者であり，本稿では民間部門と同義で使用している。
(11)なお，通常のリース取引との相違点として次の4つが指摘されている(内閣府2013c. 13頁)。
イ)運営権者は公共施設等を運営する権利を有する一方，業務要求水準書等に規定された要求水準を遵守する
義務や管理者等への報告義務等を負い，管理者等は，運営権者が行う運営に対して，事業期間中，継続的なモ
ニタリングや指導・監督等の一定の統制を行う点。
ロ)運営権者が自ら新規投資を行った施設部分についても所有権は管理者等にある点。
ハ)個別法に料金に関する規定がある場合は，運営格者は当該規定に従い所定の手続きを行った上で料金を決
定し規定がない場・合は管理者等により実施方針において定められた利用料金に関する事項を踏まえ. PFI法
第 10条の 10第2項に従って，運営権者はあらかじめ利用料金を管理者等に届け出なければならず，管理者等
が料金に関する規制を行う点。
ニ)PFI法及び運営事業に係る個別法において運営権の管理者等による移転の許可や公益上の理由等による取
消等の規定により.運営権者の運営に市Ij約が課せられている点。
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